
 

 
15日午前、ガルシア議長（アルゼンチ

ン厚生大臣）のもとで、キルヒナー大統

領（アルゼンチン）を迎えて開会式が行

われた。大会議場を参加者が埋め尽くし、

条約発効 10年と 63日後に発効を迎える

京都議定書を祝うムードに包まれた。 

ハンター気候変動枠組条約事務局長が、

「誇りをもって過去を振り返り、希望を

もって将来をみることができる。」と述べ、

適応問題への合意形成が課題であること

を示した。トルファー氏が、アナン国連

事務総長の「この 10年に憂慮すべき報告

が届き続けており、気候変動問題が国

際・国内での重要な政治課題となった。

時間を無駄にする時代は終わった」とい

うメッセージを伝えた。 

キルヒナー大統領は、政治家として正

確に科学を理解すべきであり、最大の経

済大国が無責任な行動をとることは許さ

れないと、暗に米国を批判した。また、

温暖化の悪影響を受けている途上国は環

境上の債権国だとし、経済債務国の責任

を強調した。アルゼンチンの事情を割り

引いても、途上国の率直な声であろう。 

パチャウリ IPCC議長も、過去 10年の

実績と京都議定書の発効を祝った。

 

 
15 日午後に開かれたパネルディスカ

ッション「条約10周年」では、調整役を

務めるチリが、条約発効10周年に、これ

までに達成してきたこと、達成しなかっ

たことを振り返るのによい機会であり、

京都議定書の発効は注目すべきマイルス

トーンであると述べた。その後、各国で

気候変動の悪影響が現実のものとなって

いる実情を訴え、米国を除くほとんどの

国が条約発効 10 年と京都議定書発効を

歓迎し、今後、2℃未満に温度上昇を抑え

る必要性に言及し、セミナーの開催を支

持した。 

パネリストの中国は、共通だが差異あ

る責任、持続可能な開発との一貫性、緩

和と適応のバランスを求め、インドは、

附属書Ⅰ国の排出量削減が不十分で、非

附属書Ⅰ国への技術移転も進んでいない

と失望を示した。 

 小池環境大臣も参加して、批准してい

ない国に時宜を得た批准を求め、課題と

なっているセミナーの開催を支持した。 

 キリバスは、最大排出国が議定書を批

准していないことを批判し、「小島嶼国

にとっては死活問題なので前進が必要。

妨害する人は退いてほしい」と窮状を訴

え、会場から盛大な拍手が沸いた。 

 

 
 オランダは、EU を代表して、途上国

の緩和への協力を呼びかけるとともに、

COP6再開会合で約束した資金を2005年

から毎年3億6500万ユーロを供すること

を宣明した。 

他方、アメリカのドブリヤンスキー代

表は、温暖化対策の最善の方法は貧しい

国々が経済成長すること、化石燃料は数

十年分ある、温暖化対策の実施は自国の

選択に任せるべきだと述べてNGOから

「化石賞」を受賞した。 

ロシアは、批准に時間が必要であった

ことを述べ、COP4 でアルゼンチンが行

った約束が果たされていないことを批判

した。排出量のモニタリングには5年間

では短すぎると述べた。 

 ドイツのトリッテン環境大臣は、ロシ

アの批准に感謝を述べ、アメリカが条約

を遵守すると述べたことをとらえて、

「アメリカは条約締約国であるというの

であれば、条約でのコミットメントのと

おり、90年の排出レベルに抑制しなけれ

ばならない」と応酬したことに、会場か

ら大きな拍手が起こった。 

 日本やカナダがドイツを支持する意思

を表明するとよいのだが･･･。 
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15日から閣僚級会合が始まった。過去のCOPの交渉でも、膠着した事務レベルの交渉を、大臣たちが集まる政治交渉で打開

してきた。今回は、気候変動の悪影響が途上国だけでなく先進国でも現実となっている中、ようやく議定書が発効する時に開

かれたCOP10の歴史的意義が問われている。だが、ここでさらに一歩前進させたいとする世界の大半の国々の前に、米国と産

油国が立ちはだかっている。残された日はあと1日。この 2日間の大臣会合をお伝えする。 
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15日午前、パネルディスカッション

「適応」が、ツバルのソポアンガ大使

を調整役として行われた。 

 ここでも、北極の氷床が予想をはるか

に上回る速さで融解しているなど、世界

中で気候変動の影響が顕在化しており、

適応策の緊急性が増していることが強調

された。 

 また、先進国の多くが排出削減を達成

していないこと、そして途上国支援に関

する交渉が遅々として進んでいないこと

を途上国から指摘され、最も気候変動の

被害を大きく受ける小島嶼国や後発開発 

途上国への技術移転や資金支援を急ぐ主

張もなされた。 

 注目すべき点は、適応を大きく取り上

げるとされた今回の会議において、多く

の国が、緩和が最も大切な適応策につな

がることを主張し、適応策をとることが

緩和を遅らせるための言い訳となっては

ならないと明言したことである。確かに、

緩和策をとらずに適応だけでは、ますま

す悪影響が大きくなり、適応の費用も嵩

む。 

ツバルなどは、単に適応支援を求める

だけでなく、温暖化防止という視点に立

って、まず温室効果ガス削減を行うこと

が大切だと繰り返した。産油国は、温暖

化対策措置によって生じる石油の利益減

など、対策措置の影響に対する支援を一

方的に、そして強硬に求めているが、小

島嶼国からは彼らの生存を一緒にしない

でほしいと訴えた。 

また、キリバツは、今回の会合の主要

テーマは適応だと聞いていたが、何も進

んでいないと失望感を示し、セネガルは

地に足のついた行動を求めた。EU は適

応のための基金への拠出を 2005 年から

実施することを明らかにしたが、日本か

らはこうした申し出はなかった。日本も

温暖化自体の悪影響への支援を行うこと

を明らかにしているが、交渉でもその立

場を示し、基金への拠出を具体的に明ら

かにする必要があるだろう。

 

 

 
16 日午後、パネルディスカッション

「緩和」が行われた。緩和についての政

策措置に関するこのパネルでも、気候変

動が現実の問題であり、今すぐに行動が

必要であるとの声が相次いだ。ケニアや

ネパールでは氷河が後退し、バングラデ

ィッシュでは生命を脅かす問題となって

いる。こうした国々から、現状を訴え、

京都議定書を批准していない国の早期批

准を求める発言が相次いだ。 

また、緩和措置に関する各国の取り組

みについて意見交換がなされ、ニュージ

ーランドは、技術的ブレイクスルーに頼

るのではなく、今、取り組む必要性を述

べ、来年には炭素税を導入することを紹

介した。また、将来の枠組みについて議

論したがらない国に、話を始めることを

合意するよう呼びかけた。 

ポーランドは、市場経済への移行後に

EU の厳しい規制に準じて構造改革をし

経済の急成長をみているが、排出は減っ

ていることを紹介し、環境対策は高くつ

くという固定観念は改められるべきだと

指摘した。ブルガリアも、EU 取引制度

に参加するが、排出枠の売却代金のグリ

ーン投資スキームによって、国内の排出

を削減する。 

日本の発言も野心的なものであった。

世界でハイブリッドカーが歓迎されてい

るように、エネルギー効率の改善と国際 

競争力の強化が両立するという認識が高 

 

 

 
まっていること、京都議定書の発効を目

前に、環境と経済の好循環を目指してい

ることなど、温暖化対策に積極姿勢が示

され、排出削減策は経済成長にマイナス

とは考えていないと述べた。その言葉通

り自信をもって、炭素税など政策措置の

導入にも取り組んでもらいたい。 

リビアとチュニジアなど北アフリカか

らも、天然ガスの活用、鉄道建設などの

緩和政策を紹介し、京都議定書の発効は

温暖化への世界の取り組みの成熟化だと

評価した。 

 問題のサウジアラビアは、産油国だが

既に京都議定書も批准している。京都議

定書に基づき先進国が削減義務を履行す

ることで生じる影響に対しては、条約と

議定書に盛り込ませた足がかりをもとに

経済的損失への対応措置をとることを強

く求めた。また、その中で、石炭と原子

力に補助金を出している政策をやめるよ

うに求めたこと、先進国は次期約束期間

にはより削減を義務づけられるとの見通

しを示したが、これはまっとうだろう。 

さらに、ボリビアなどから、CDM は

本当に貧しい人々を助けるものでなけれ

ばならないと述べられ、持続可能な開発

に寄与しないプロジェクトを採用しない

ように求める声もあがった。 

 全体として、中長期的戦略の重要性が

述べられ、緩和措置は経済成長と共存で

きるという議長の前向きの発言で締めく

くられた。 

 

 

 

 

 

 
COP10も、残すところあと１日となっ

た。最終日の前日は、１階の会議場では

閣僚級会合ではほとんどの発言が前向き

で積極的で、あちこちで開かれているサ

イドイベントでも将来の課題について興

味深い議論が繰り広げられている。だが、

2 階の交渉の部屋からは、一向に、進展

している様子が伝わってこない。 

もれて聞こえてくる陰の声によれば、

正式の議題になっていない将来枠組みに

ついてのセミナーの持ち方や位置づけに

ついて、産油国と米国の主張と EUの主

張が対立して膠着状態が続いているらし

い。しかも、サウジアラビアなど産油国

は、このセミナーの問題での合意ができ

るまで、今回の中心議題であった適応の

ための資金問題についての交渉を棚上げ

させているらしい。 

だが、G77＆中国の途上国グループを

掌握していた産油国グループから、その

他のグループが離れつつあるとの噂もあ

る。16日は夜を徹しての交渉となってい

る。こんなときこそ、日本政府の役割が

期待されるのだが･･･。 

気候変動への緩和 

気候変動の影響、 

適応策と持続可能な開発 

ＣＯＰ10 での進展は？ 


